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1　はじめに

　消費者契約においては，例えばА当社は，この約款を変更することがあり

ます。この場合には，料金その他の提供条件は，変更後の約款によりますБ

というような，少なくとも文言を見るかぎりでは，事業者が契約内容を一方

的かつ自由に変更できる旨の条項が定められていることが多い(1)。このよう

に変更内容に限定を付さない条項をА包括的変更条項Бと呼ぶならば，А民

法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 63 号）Б（以下，А改正民法Бという）

公布以前は，包括的変更条項は，消費者の法的地位を著しく不安定にするも

のであり，変更内容に合理性や相当性が認められない限りは不当条項に当た
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　包括的変更条項の不当性判断における

定型約款変更規定の役割
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(1) ┴平成 19 年度消費者契約における不当条項研究会報告書Б別冊NBL128 号
㈶消費者契約における不当条項の横断的分析㈵200 頁（2009 年）は，調査対象
とした業種横断的な 225 の約款のうち，92 の約款において契約内容変更条項
が定められていたことを明らかにしている。
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るとされ，いわゆるグレイリストに掲げるべきとの立法提案がなされてい

た(2)。

　改正民法公布後も，適格消費者団体が，芸能事務所ファンクラブのА会員

特典の内容は随時変更されますБ，А本規約を予告なく改訂することがありま

す。改訂された本規約については，○○（本件事業者名）より告知されるも

のとし閲覧可能となった時点から効力を有するものとしますБとの条項に対

して，施行前の定型約款の変更に関する民法 548 条の 4を手掛かりに申し入

れを行って，条項が改善された事例が報告されている(3)。具体的には，А当

社は，変更前の本規約の目的に反しない範囲において，合理的かつ相当な本

規約の変更，追加，修正，削除を行うことがありますБと変更範囲が限定・

明示され，その他に相当期間前までに規約の変更内容及び変更後の規約の効

力発生時期を周知する並びに規約変更後一定期間，会員の不服申立てを認め

て，中途退会の道を明示するとの改善がなされた。

　他方で，同様に民法 548 条の 4を手掛かりとして，適格消費者団体がコン

サートチケット販売のА本契約は事前の催告無く変更される場合がありま

すБとの条項に対して申入れを行い，変更内容を事前に周知することや不服

申立て機会を確保するとの改善は得られたものの，変更の範囲については改

善がされなかった例も報告されている(4)。

(2) 沖野眞巳А㈶消費者契約法（仮称）㈵の一検討（1）БNBL652 号 22 頁（1998
年），日本弁護士会連合会А消費者契約法日弁連試案（1999 年）Б同会ウェブ
サイト（https://www.nichibenren.or.jp/），山本健司А契約適合性判定権条
項など 4類型の契約条項についてБ別冊NBL128 号 36，37 頁（2009 年）。な
お，日本弁護士会連合会А消費者契約法日弁連改正試案（2014 年版）Бにおい
てもグレイリストに掲げられている。

(3) 消費者被害防止ネットワーク東海А株式会社ジャニーズ事務所（ジャニーズフ
ァミリークラブ）への申入れБ同ウェブサイト（https://cnt.or.jp/），消費
者庁А適格消費者団体による差止請求事例集（平成 30 年度）Б105┡107 頁（同
庁ウェブサイト〔https://www.caa.go.jp/〕）。

(4) 消費者被害防止ネットワーク東海А株式会社ヤングコミュニケーションへの申
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　また，後述するように，東京高判平成 30 年 11 月 28 日判時 2425 号 20 頁

（以下，А本判決Бという）は(5)，適格消費者団体が事業者に対して包括的変更

条項を含む契約の申込みと承諾の停止を求めた事案において，当該包括的変

更条項に制限解釈を加えた上で(6)，民法 548 条の 4を理由の 1つとして挙げ

て当事者に個別に同意を得なくても約款を変更することができる場合がある

との約款法理が存在しているとして，当該包括的変更条項は，この約款法理

と同じ旨を定めたものであるから消費者契約法（以下，А法Бという）10 条前

段要件を充たさず同条に違反しないとした。しかも，本判決は，変更の合理

性を肯定する事情として考慮することは難しいとしても，А相手方に，一方

的に変更される可能性があることを予測させる機能は有しているБと包括的

変更条項に一定の意義を認める姿勢を示している。

　このように，民法 548 条の 4は，包括的変更条項の不当性を肯定する方向

にも，否定する方向にも作用しているように思われる。そこで，本稿では，

消費者契約における包括的変更条項の不当性判断に係る民法 548 条の 4の役

割について，本判決を手掛かりに検討することにしたい。なお，本判決も，

適格消費者団体による申し入れも，いずれも改正民法施行前の事案であるこ

とから当該約款が定型約款に該当するか否かは問題となっていない。しか

入れБ前掲注 3），消費者庁・前掲注 3）104，105 頁。
(5) 本判決の評釈・解説として，大澤彩・NBL1151 号 4 頁（2019 年），国民生活

センター 消費者判例情報評価委員会・国民生活 96 号 33 頁（2020 年）があ
る。

(6) 適格消費者団体が行う差止訴訟において，制限解釈が許されるかは大きな問題
である。消費者が，包括的変更条項に合意したからとの理由で不合理な変更に
不本意ながら従っている現状に照らせば，制限解釈は許されるべきではないで
あろう。差止訴訟において，制限解釈された条項はその制限された内容で有効
であるとすれば，条項使用の差止めを訴求した適格消費者団体は敗訴の憂き目
をみ，誤解を招く透明度の低い表現をもつ契約条項が引き続き使用される結果
となるからである〔山本豊А適格消費者団体による差止請求Б法時 1037 号
33，34 頁（2011 年）〕。もっとも，この問題については，本稿の問題関心との
関係でこれ以上は立ち入らない。
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し，改正民法は既に施行されていることから，本稿では，当該約款が定型約

款に該当する場合と該当しない場合とに分けて，それぞれに含まれる包括的

変更条について検討を加える。以下では，本判決を紹介した後に，包括的変

更条項についての不当性判断が改正民法下ではどのように行われるのかを検

討し，最後に，本判決の包括的変更条項の機能に対する評価が少なくとも立

法過程の議論とは整合しないことを補足することにする。

2　東京高判平成 30 年 11 月 28 日判時 2425 号 20 頁の紹介

　本件は，紙媒体での請求書の発行手数料が有料化されたことを契機とし

て，適格消費者団体（原告・控訴人）が，携帯電話の利用に係る通信サービ

ス契約を提供する事業者（被告・被控訴人）に対して，上記 1で例示した変更

条項が法 10 条に該当するとして条項の使用停止を求めたものである。

　原審（東京地判平成 30 年 4 月 19 日判時 2425 号 26 頁）は，本件変更条項は契

約者の個別の同意のないまま契約内容を変更する権限を被告に与えるもので

あるから，契約内容を変更する場合にはその旨の合意をしてはじめて変更後

の契約内容に拘束されるとの私的自治の原則からの帰結と比べて，消費者の

義務を加重するものであるとして法 10 条前段要件に該当するとした。しか

し，А本件変更条項の性質や必要性，同条項により契約者が被る不利益の程

度，同条項により追加された本件手数料条項の目的・内容の相当性等を総合

的に考量するとБ，信義則に反する程に消費者の利益を害しているとは言え

ないとして，結論としては，本件変更条項は法 10 条に違反しないとした。

　本判決は，①本件契約の特殊性，②約款変更に関する裁判例，約款法理を

認める裁判例の存在及び③改正民法の定めを理由として，А少なくとも，㈶当

事者の個別の同意がなくても約款を変更できる場合がある㈵という限度で

は，約款法理は確立しているものと認めるのが相当であるБとする。すなわ

ち，まず①本件契約の特殊性として，不特定多数の相手方に対して均一な内
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容の給付をすることを目的とするものという特殊性を有する契約であるとこ

ろ，契約内容の変更に常に契約者の個別の同意が必要であるとすると，契約

目的を達成すること自体が困難になるおそれがあること，技術革新等に応じ

て，高い頻度で契約内容を変更する必要性が生じることも予想されることを

指摘する。次に，②船舶海上保険の約款に関する最判昭和 45 年 12 月 24 日

民集 24 巻 13 号 2187 頁，銀行の預金取引約款に契約締結後に追加された暴

力団排除条項に基づく解除の有効性が争われた福岡高判平成 28 年 10 月 4 日

金法 2052 号 90 頁，金判 1504 号 24 頁及び電気通信事業者が包括的変更条項

に基づいて窓口支払の場合に税抜き 100 円を手数料として徴収する旨の約款

変更の有効性が争われた東京地判平成 27 年 1 月 16 日 2015WLJPCA

01168013 を挙げて，А既存顧客との個別の合意がなくても，既存の契約に変

更の効力を及ぼすことができる場合があることが裁判例で認められているБ

とする。最後に，③民法 548 条の 4第 1項が個別に相手方と合意をすること

なく契約の内容を変更することを認めていることを指摘しつつ，包括的変更

条項を置くだけでは，変更の合理性を積極的に肯定する事情として考慮する

ことは難しいとしても，相手方に，一方的に変更される可能性があることを

予測させる機能は有していると考えられると補足する。

　その上で，本件変更条項は，一定の合理的な範囲においてのみ変更が許さ

れる趣旨と限定的に解すべきであるから，本件変更条項は，約款法理を含む

一般的な法理を変更するものではないので，法 10 条前段要件を充たす条項

ではないとした。

　本判決も原審も本件変更条項が法 10 条に反しないとする結論は同じであ

るが，本判決は，当事者の個別の合意がなくても約款を変更できる場合があ

るとの約款法理が存在しているとする点で原審とは異なる。また，包括的変

更条項に注意喚起の意味を認める点においても特徴がある。

　なお，最高裁は，令和元年 7月 24 日に，適格消費者団体による上告及び
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上告受理申立を受理しない決定をしている(7)。

3　定型約款における包括的変更条項

（1)　定型約款の定義

　本判決が，民法 548 条の 4と比較するのではなく，個別同意がなくても約

款を変更できる場合があるとの約款法理との比較を行ったのは，改正民法が

施行前であったからである。改正民法が施行された現在では，仮に包括的変

更条項が含まれる約款が定型約款に該当するのであれば，当該包括的変更条

項が法 10 条前段に該当するか否かは，民法 548 条の 4と直接比較すること

になる。他方で，当該約款が定型約款に該当しないのであれば，後述するよ

うに約款の一般法理との比較が行われることになる。それ故に，まずは定型

約款の定義が問題となる。

　定型約款とは，①ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引

であって，②その内容の全部又は一部が画一的であることがその双方にとっ

て合理的な取引をА定型取引Бと定義した上で，③定型取引において，契約

の内容とすることを目的としてその特定の者により準備された条項の総体で

ある（民法 548 条の 2第 1項）。この中で最も問題なのは，③の要件であり，

とりわけ，相手方にとっての合理性をどう解するかである(8)。この要件の判

断次第で，定型約款の定義は広くも狭くもなる(9)。

(7) 埼玉消費者被害をなくす会А（株）NTTドコモ契約締結差止等請求控訴事件
上告不受理決定についてБ同会ウェブサイト（http://saitama┡higainakusuka
i.or.jp/）。

(8) 山本豊А改正民法の定型約款に関する規律についてБ㈶大改正時代の民法学㈵
（成文堂，2017 年）389 頁。

(9) 沖野眞巳А約款の採用要件についてЁ㈶定型約款㈵に関する規律の検討ЁБ
㈶日本民法学の新たな時代㈵（有斐閣，2017 年）541┡543 頁，丸山絵美子А㈶定
型約款㈵に関する規定と契約法学の課題Б消費者法研究 3号 171┡174 頁（2017
年）。
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　立案担当者は，③の要件は事業者間取引における契約書が定型約款に含ま

れないことを明らかにするためのものであり(10)，この要件に該当する取引

は日常的に多数行われていると解説している(11)。また，学説においても，

合理的な解釈に委ねるよりも，明確な基準が民法 548 条の 2第 2項に示され

ていることを活用すべきとの理由から，定型約款を広く解する可能性がある

ことは指摘されている(12)。もっとも，民法の定型約款規定が，事前の開示

がなくとも組入を認めたり，定型約款の変更を認めたりして，従来の約款法

理を緩和するものであることから，多くの学説は定型約款を狭く解すべきと

の立場であるといえよう(13)。

（2)　民法 548 条の 2第 2項との関係

　民法 548 条の 2第 2項は，定型約款のうちА相手方の権利を制限し，又は

相手方の義務を加重する条項であって，その定型取引の態様及びその実情並

びに取引上の社会通念に照らして第 1条 2項に規定する基本原則に反して相

手方の利益を一方的に害すると認められるものについては，合意をしなかっ

たものとみなすБと規定する。民法 548 条の 2第 2項と法 10 条は，いずれ

も，契約の当事者の一方にとって不当な内容の契約条項の効力を認めないこ

ととするものであり，かつ，その要件も類似するが，両者は適用範囲を異に

するのみならず，その判断において重視すべき考慮要素も異なり，導かれる

(10) 民法（債権関係）部会資料 83┡2・37 頁（法務省ウェブサイト掲載の PDF版
による。以下，部会資料及び議事録についてはすべて同じ）。

(11) 松村秀樹＝松尾博憲㈶定型約款の実務Q＆A㈵（商事法務，2018 年）30 頁。
(12) 丸山・前掲注 9）173 頁。
(13) 廣瀬久和А民法改正案㈶定型約款㈵規定についての覚書（1）Б青山法務研究論

集 13 号 175 頁（2017 年），沖野・前掲注 9）543 頁，河上正二А㈶約款による
契約㈵と㈶定型約款㈵Б消費者法研究 3号 23 頁（2017 年），鹿野菜穂子А㈶定
型約款㈵規定の諸課題に関する覚書きБ消費者法研究 3号 78 頁（2017 年），
丸山・前掲注 9）173 頁，山本・前掲注 8）390 頁。
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結論に違いが生ずることがあるとされ，ある特定の契約条項について，民法

548 条の 2第 2項と法 10 条の両方の要件に該当する際には，当事者は両者

を選択的に主張することが可能であり，また，裁判所としてもこれを選択的

に採用することが可能であるとされる(14)。

　このように選択的な主張が可能であるとの立場を採るならば，包括的変更

条項が定型約款の内容に含まれるか否かを問題とすることなく，法 10 条に

よる不当性判断ができることとなり，民法 548 条の 4との比較によって前段

要件の充足を判断することになる。

　しかし，法 10 条が消費者と事業者との間で締結された契約の条項の不当

性を問題としていることに照らせば，契約内容になっていない条項を無効に

できるのかは相当に疑わしい。この点について，1つの整理としては，包括

的変更条項などの具体性が十分でない変更条項も緩やかに民法 548 条の 2第

2項のテストを満足しうることを前提として，そのような曖昧な変更条項に

基づく変更をそのまま法的に認めることはできないので，他の要素と総合考

慮してのみ，変更が認められるという趣旨のものと理解することが考えられ

る(15)。そうすると，この場合も，民法 548 条の 4との比較によって法 10 条

前段要件の充足を判断することになる

　また，包括的変更条項は典型的な不当条項であるとの批判もあって，包括

的変更条項を定型約款の変更の要件とすることを断念した立法の経緯から

は，包括的変更条項は民法 548 条の 2第 2項により契約内容にならないとの

理解も可能であろう。ただし，包括的変更条項を定型約款変更の要件とする

ことについて法制審での議論が紛糾したのは包括的変更条項を無効と解する

か，無効ではないが合理的に制限解釈されるべき条項と見るかという点にあ

り，立案担当者は前者のイメージを抱いていたことが指摘されていることか

(14) 松村＝松尾・前掲注 11）105，106 頁。
(15) 山本・前掲注 8）429 頁。
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ら(16)，この理解は制限的な解釈を加えない場合にのみに妥当する。

　以上のことから，包括的変更条項に制限解釈を加えるならば，いずれの場

合も民法 548 条の 4と比較することになるため，同条が個別の合意なくして

定型約款の変更ができることを認めるものなのか，すなわち，同条が定型約

款の変更を正当化する根拠は何かを明らかにする必要がある。

（3)　定型約款の変更を正当化する根拠

　定型約款を利用して締結された契約は一定の期間にわたって契約関係が継

続するものが多く，法令の変更等や経済環境の変動等に対応して定型約款の

内容を変更する必要性が生ずることが少なくない。この場合，民法の一般的

な理論によれば相手方の同意が必要であるが，定型約款が用いられる不特定

多数を相手方とする取引では，相手方の所在の把握が困難である場合や，相

手方の同意を得るのに多大な時間やコストを要することがある。また，一部

の相手方が同意をしない場合には，定型約款を利用する目的である契約内容

の画一性を維持することができなくなる。つまり，変更の必要性，個別同意

取得の困難性及び契約内容の画一性維持の必要性が，定型約款の変更を認め

る根拠と説明されている(17)。

　学説は，個別合意なくして変更が認められることは契約法理に照らせば例

外中の例外であるという理解は共通しつつ，変更の正当化根拠については，

大きく 2つの方向が示されている。すなわち，いわゆる希薄な合意による正

当化と定型取引の性質による正当化である。

　希薄な合意による正当化とは，定型約款変更の規律を従来の約款法理にお

ける組入の規律とパラレルに理解するものである。すなわち，約款変更の場

面においても，約款を契約内容に組み入れる合意と同等の合意が必要である

(16) 山本・前掲注 8）427 頁。
(17) 松村＝松尾・前掲注 11）125 頁。
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とする。具体的には事前通知と契約から離脱する権利の付与によるА通知と

検討の機会Бがあることが必要であるとする(18)。

　他方，定型取引の性質による正当化とは，定型取引の要件であるА内容が

画一的であることが双方にとって合理的であるБとの定型取引の性質によっ

て定型約款の変更が基礎付けられるとする立場である。もっとも，双方合理

性が求められる理由については，①給付内容の均一性や平等的取扱いなどに

基づく契約内容の画一化の要請が，新規のものも既存のものも含めた全ての

相手方との関係において求められることを重視するもの(19)，②契約内容が

画一的であれば，平等待遇の利益や対応コストの転嫁回避が認められるの

で，契約内容を異ならせることによる管理コストが相応の水準になる場合に

のみ合理性の根拠となるとするもの(20)，③双方ともに交渉に時間等のコス

トをかけられない取引であり，異議者への個別対応を一定以上行う場合には

相当なコストがかかるため商品設計自体を維持できなくなり，相手方の全体

の利益を損なうような取引であることが理由であるとするもの(21)，があり

見解の相違がみられる。

（4)　変更の正当化根拠と包括的変更条項

　このように，定型約款変更規定については，希薄な合意による正当化と定

型取引の性質による正当化が試みられている。前者によるならば，民法 548

(18) 三枝健治А約款の変更Б法時 89 巻 3 号 73 頁，鹿野・前掲注 13）96 頁。河
上・前掲注 13）27 頁は，少なくとも消費者契約においては，事前の通知が徹
底されるとともに，消費者の契約解除権が確保されることが求められるとす
る。

(19) 石川博康А契約改訂規範としての定型約款変更法理の特質とその理論的定位Б
現代消費者法 39 号 38 頁（2018 年）。

(20) 青山大樹＝宮地賛А定型約款の定義Ё該当例・非該当例の具体的検討Бビジネ
ス法務 18 巻 7 号 22 頁（2018 年）。

(21) 丸山絵美子Аエネルギー供給契約における料金変更Ё定型約款変更規定に関す
る一検討ЁБ法学研究 92 巻 10 号 126 頁（2019 年）。
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条の 4は，定型約款の変更には明確な合意は求めていないが，組入の場面と

同じように，希薄な合意は必要としていると理解することになる。そうする

と，包括的変更条項は，希薄な合意をも不要とするものであるかが問題とな

る。

　この点，定型約款中の他の条項に，変更に際してА通知と検討の機会Бを

相手方に与えることが定められている場合は，当該包括的変更条項は希薄な

合意を排除するものではないと解釈することになろう。したがって，この場

合の包括的変更条項は，民法 548 条の 4と同じ趣旨を定めるものであるか

ら，法 10 条前段要件を充たさないことになる。

　反対に，А通知と検討の機会Бが定められていない場合には，少なくとも

消費者契約においては，消費者は文字通りに通常解釈することから，当該包

括的変更条項は希薄な合意をも排除するものと解すべきことになろう。それ

故，この場合には，当該包括的変更条項は，希薄な合意をも排除する点にお

いて民法 548 条の 4に比べ義務を加重することとなり，法 10 条前段要件を

充たすことになる。希薄な合意なしには定型約款の変更を正当化することが

できないのであるから，希薄な合意をも不要とする包括的変更条項は，信義

則に反し消費者の利益を一方的に害すると評価することができ，法 10 条後

段要件も充たすというべきである。

　それでは，定型約款の変更を定型取引の性質により正当化する立場を採用

した場合はどうか。いかなる場合に双方合理性が認められるのかについては

争いがあるものの，定型取引の性質による正当化を試みることから，当事者

の合意を問題としないことは共通している(22)。したがって，この立場では，

民法 548 条の 4は，明確な合意も，希薄な合意も必要とせずに定型約款の変

(22) 石川・前掲注 19）40 頁は，А単に個別の通知や離脱の機会の保障といった手当
てがなされているというだけでは〔筆者注：定型約款変更の〕合理性基準を充
足するには不十分であるБという。
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更を認める規定と解することになる。それ故に，希薄な合意をも排除する趣

旨か否かを問わずに，包括的変更条項は，民法 548 条の 4と同旨を定めたも

のであるから，法 10 条前段要件を充たさないことになろう(23)。

　したがって，定型約款変更の正当化根拠に関する理解次第で，包括的変更

条項の法 10 条該当性が異なることになる。

4　定型約款以外の約款における包括的変更条項

　定型約款の規律は，約款でない契約＝契約の一般則，定型約款ではない約

款＝約款法理，定型約款＝改正民法の規律という 3層の規律を提案するもの

であると理解されており(24)，立法過程においても，定型約款以外の約款に

は従前の約款法理が適用されることが確認されている(25)。したがって，消

費者契約において定型約款以外の約款に包括的変更条項が含まれている場合

は，従来通り，約款法理との比較において法 10 条前段要件の該当性を判断

することになる。

　もっとも，原審と本判決の判断が分かれたように，約款の変更について約

款法理と呼べるものが存在しているかは疑わしい。変更に関する学説の議論

はそもそも乏しく，本判決が指摘するような個別の同意なくして約款を変更

(23) 包括的変更条項が法 10 条に反しないとしても，法 3条 1項 1号の契約条項の
明確化の要請や消費者は文字通りに解釈するのが通常であることに照らせば，
本判決も指摘するように，А文言の明確性の観点からも，変更が許される一定
の合理的な範囲について，できる限り明確な文言により定めておくことが将来
の紛争を防止するために望ましいБ。それ故に，法において最小限のセーフテ
ィネットを張っておくべきであり（河上・前掲注 13）26 頁），包括的変更条項
をグレイリストに掲げる，あるいは約款作成者不利の解釈準則を設けることな
どが検討されるべきであろう（鹿野・前掲注 13）96 頁）。

(24) 沖野・前掲注 9）543 頁。
(25) 法制審議会民法（債権関係）部会第 85 回会議議事録 32，33 頁，第 89 回会議

議事録 30 頁，第 98 回議事録 18，28 頁参照。松村＝松尾・前掲注 11）63，64
頁も参照。
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できるとの約款法理の存在を指摘するものは無かったが，他方で，実務では

約款の変更がしばしば行われており，本判決が指摘するように個別同意を得

ない約款変更を有効であるとした裁判例も存在するからである。

　本判決は，変更に関する約款法理を基礎付けるために，既に述べたよう

に，3つの裁判例の存在を指摘している。すなわち，①船舶海上保険の約款

に関する前掲最判昭和 45 年 12 月 24 日，②銀行の預金取引約款に追加され

た暴力団排除条項に関する前掲福岡高判平成 28 年 10 月 4 日及び③携帯電話

の利用に係る通信サービス契約における包括的変更条項の有効性に関する前

掲東京地判平成 27 年 1 月 16 日である。

　確かに，②と③は当事者の個別の同意なくして行われた約款の変更を有効

としている。しかし，①は，そもそも契約締結後に約款が変更された事案で

はなく，保険業者が主務大臣の認可を受けないで普通保険約款を変更し，そ

の約款に基づいて締結された契約の有効性が争われた事案である。また，原

審も指摘するように，②は主として公益的な理由から変更後の約款の効力を

認めた特殊な事案である(26)。それ故に，これらの裁判例によって変更に関

する約款法理の存在を肯定できるかは疑わしい。

　さらに，保険契約，普通預金契約及び携帯電話利用に係る通信サービス契

約における約款はいずれも定型約款に該当する可能性が高い。①の保険契約

における約款については，法制審議会民法（債権関係）部会（以下，А部会Бと

いう）において定型約款に該当することを前提に説明がなされており，国会

審議及び立案担当者の解説において定型約款の具体例として挙げられてい

る(27)。また，②の普通預金契約における約款も，部会において定型約款に

(26) 大澤・前掲注 5）7頁。
(27) 部会資料 83┡2・41 頁，部会資料 86┡2・2 頁，第 193 回国会衆議院法務委員会

第 9号（平成 29 年 4 月 12 日）PDF版 8頁〔小川政府参考人〕国会会議録検
索システム（https://kokkai.ndl.go.jp/#/)・松田貴文А定型約款（3・完）Б
民商 156 巻 3 号 722 頁（2020 年），第 193 回国会衆議院法務委員会第 9号（平
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該当することを前提に説明がなされており，立案担当者の解説において定型

約款の典型例として挙げられている(28)。さらに，③携帯電話の利用に係る

通信サービス契約における約款については，部会，国会審議及び立案担当者

の解説においては言及がないものの(29)，本判決が指摘するように当該契約

がА不特定多数の相手方に対して均一な内容の給付することを目的とするも

のという特殊性を有Бし，現に多くの契約件数を抱えていて(30)，電気通信

事業の公共性（電気通信事業法 1条参照）ゆえに公平にサービスを提供するこ

とが求められることに鑑みれば，既存の契約にも変更を及ぼす必要性が高

く，個別的な取扱いを認めると相当な管理コストが掛かり，延いてはサービ

ス自体を維持できなくなる可能性もあると言え，民法 548 条の 2の双方合理

性に関する前記 3（3）のいずれの学説を採用したとしても，当該契約で用

いられる約款も定型約款に該当する可能性が高いであろう(31)。そして，本

判決はどのような場合に約款変更が認められるかについては民法 548 条の 4

の規定が参考になると述べていることから，本判決も当該契約における約款

が定型約款に該当することを想定していると言えよう。

　したがって，改正民法が施行された現在では，定型約款に該当しない約款

成 29 年 4 月 25 日）PDF版 8頁〔金田国務大臣┥・内閣府消費者委員会事務局
作製А参議院法務委員会（4/25・5/9・5/11・5/16・5/23・5/25 の議事概要に
ついて）Б消費者法研究 3号 257 頁（2017 年），松村＝松尾・前掲注 11）11
頁。

(28) 部会資料 83┡2・41 頁，部会資料 86┡2・2 頁，松村＝松尾・前掲注 11）11 頁。
(29) 青山＝宮地・前掲注 20）20 頁。
(30) 令和元年度第 4四半期（3月末）の携帯電話の契約数は 1億 8,480 万件であ

り，大手三社のシェアは合計で 85.7％に達する（総務省А電気通信サービス
の契約数及びシェアに関する四半期データの公表Б同省ウェブサイト〔https:
//www.soumu.go.jp/〕）。なお，本判決の事業者の契約件数は 7000 万件を超
えている。

(31) 大澤・前掲注 5）9頁は，今日では携帯電話も電気・ガスといったライフライ
ンに等しく，それ故にサービスを公平に提供することが求められることから
А契約内容の画一化の要請が既存の契約相手との関係でも求められるБ契約と
いえるので，定型約款に該当するとする。
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について，当事者の個別の同意なくして約款の変更を認めた裁判例は見当た

らないこととなり，定型約款以外の約款についてА当事者の個別の同意がな

くても約款を変更できる場合があるБとの約款法理が確立しているとするの

は困難であろう。

　そうであれば，定型約款以外の約款については当事者の個別の合意なくし

て約款の変更はできないとの民法の一般原則が妥当することとなるので，当

該約款における包括的変更条項は個別同意を不要とする点において法 10 条

前段要件に該当することとなる。そして，包括的変更条項は，民法の基本原

則である私的自治の原則に反して，合意なくして相手方を契約に拘束するも

のであること及び法 3条で求められた条項明確化の努力を怠った条項である

と評価できることから(32)，法 10 条後段要件も充たし，同条に違反すると言

えよう。

　なお，定型約款外の約款に定型約款規定を類推適用する可能性は，約款の

内の一部を定型約款として切り出して特別のルールを設けたという立法の経

緯に照らせば，低いであろう(33)。

5　変更条項のイメージの変遷と期待された役割

　部会における変更条項の処遇については既に紹介されているので(34)，こ

こでは，部会ではいかなる内容の変更条項にどのような役割が期待されてい

(32) 大澤・前掲注 5）7頁，同А㈶定型約款㈵時代の不当条項規制Б消費者法研究 3
号 199 頁（2017 年）は，包括的変更条項は，約款作成者の一方的な都合で価
格や目的物の内容自体についても変更ができることとなり不当性が高いこと及
び法 3条の求める条項明確化の努力を怠った条項であることから，法 10 条後
段要件を充たすとする。

(33) 沖野・前掲注 9）543，544 頁，丸山・前掲注 9）172 頁，拙稿А民法における
定型約款規定新設が消費者取引に与える影響Б㈶先端消費者法問題研究㈵（民事
法研究会，2018 年）207 頁。

(34) 森田修А約款規制：制度の基本構造を中心に（その 4）Б法学教室 435 号 89┡92
頁（2016 年）。
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たのかについて簡単に確認しておく。

　変更条項が初めて登場したのは部会資料 42 第 2 の 4（1）においてであ

り，約款の変更を認める要件としての変更条項の要否が問題となっていた。

ここでは，変更条項はА相手方の同意を得ないで約款を変更することができ

る旨を定めた約款中の条項Бとされているだけで，その範囲については限定

されていなかった。変更条項を約款変更の要件とすべきか否かという検討の

方向性を決める段階であったためであろう。

　変更条項は，続く部会資料 56 第 9 の 4 では姿を消し(35)，中間試案第 30

の 4 においても見られないままであったが，変更条項についてもその取扱い

を明らかにする必要があるとのパブリックコメントを受けて，部会資料 75B

第 3 の 5（2）で再び登場することとなった。部会資料 75B では，変更条項

がある場合とない場合とで異なる規律を設け，前者の場合には，約款の変更

が後者の場合に比べて緩やかに認められるものとなっていた。ただし，ここ

では，例えばファンドのポートフォリオを市況動向等によって変更すること

が予定されている場合のように，契約内容が将来的に変更されることが当初

より予想されている場合に定められる変更条項が想定されていた。それ故

に，А予想される変更の内容の概要が定められているБ変更条項が予定され

ていた（部会資料 75B・14 頁）。

　部会資料 77B 第 3 の 2（2）では，А個別の相手方と合意することなく，契

約内容を変更することができる旨Бの定め，すなわち，包括的変更条項が登

場し，包括的変更条項の内容が合理性判断の考慮要素となることが示される

とともに，包括的変更条項がある場合には個別同意を取るのが著しく困難で

(35) 変更条項を約款変更の要件としないこととした理由については特段説明されて
いないが，変更条項の有無によって効果が違いすぎるとの反対意見が述べられ
ていた（第 2分科会第 5回議事録 35，36 頁〔三上委員，中井委員発言〕）。森
田・前掲注 34）89 頁も参照。
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あるとの約款変更の要件が適用されないこととされた。これは，А予想され

る変更の内容の概要Бを予め具体的に定めることは困難であるとの批判を受

けたことと，例えば，あるサービスが縮小し，契約の相手方が減少していく

ような場面において，一定の段階で相手方が少数かつ特定となった場合にも

約款の変更が認められる根拠を提供する意図にでたものであった。包括的変

更条項自体に対しては，契約をしながら，契約内容は変更できますという条

項であるから不当条項の典型例ではないかとの批判があり（第 87 回議事録 16

頁［山本（敬）幹事］），また，不意打ち条項となるのではないかとの疑問が呈

された（同 23，24 頁［大村幹事］）。さらに，包括的変更条項があれば，あと

は合理性審査のみで約款を変更できるという枠組みについては経済界からも

強い懸念が示された（同 18 頁［佐成委員］）。

　上記の通り包括的変更条項に基づく約款変更の枠組みに対して強い反対が

あったにもかかわらず，部会資料 81B 第 3 の 6（1）では，包括的変更条項

の内容が合理性判断の考慮要素となることは維持しつつ，個別同意取得が困

難であることを求める代わりに包括的変更条項が約款変更の要件とされた。

個別同意取得困難要件を外した由は，定型約款が用いられる場面は，相手方

が多数であったり，不特定であったりすることがほとんどであり，そもそも

定型約款を用いた取引では，その性質上，契約締結後にも契約内容の画一性

が維持される必要性が極めて高いからと説明されている（部会資料 81B・18

頁）。また，包括的変更条項を要件とした理由は，変更があり得ることを当

事者において契約上確定させておく意味があるとされている（同・18 頁）。

ここでは，約款変更の要件としての個別同意取得の困難性が外されたことに

よって，相手方の減少等により個別同意取得が困難とは必ずしもいえない場

面において約款変更の根拠を与えるという包括的変更条項挿入の基礎が失わ

れたことになる。包括的変更条項についてはА何も限定を付けないで変更で

きますというのは典型的な不当条項で，それを民法が基本型として置くとい
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うのはやはりどこかおかしいБなどの批判が引き続きなされた（第 93 回議事

録 20 頁［山下委員］）。これに対し，定型約款の定義の部分で一定の類型に限

っており，変更がある程度必要となりそうだということが基礎付けられてい

るのであるから，相手方との関係でも定型約款の中に変更条項を入れておい

て頂きたい，定型約款の変更の規定による変更をしますよということを示せ

とというだけのことであるから，全体として不当条項が蔓延するということ

までにはならないとの反論がなされている（同 26，27 頁［村松関係官］）。

　部会資料 83┡1 第 28 の 4（1）においても，変更条項の内容が合理性判断

の一要素となること及び変更条項が約款変更の要件であることは維持されて

いる。もっとも，А定型約款にこの 4（筆者注：定型約款の変更）の規定による

定型約款の変更をすることができる旨Бとの限定が付された。これには 4の

規定による定型約款の変更を行うものであるか否かを相手方に明示すること

に主たる意義があり（部会資料 83┡2・41 頁），民法の規定に従って約款の変更

が行われるということを書けば，正確に民法の何々条によるとまでは書くこ

とは求められないと説明されている（第 96 回議事録 47 頁［村松幹事］）。変更

条項を定型約款変更の要件とすることについては，その必要性について疑問

が呈された（同 43 頁［沖野幹事］，同 46 頁［山本（敬）幹事］）。

　部会資料 86┡1 では，基本的に部会資料 83┡1 第 28 の 4 の案を維持した上

で，施行日時点で既に締結されている契約に係る定型約款で変更条項が定め

られていないものについての経過措置が提案された。経過措置の必要性に関

する指摘に対して，少なくともこの変更条項が合意であって，その合意に基

づいていろいろ正当化されるのだというものではなく，飽くまでも相手方に

対する情報提供というようなことを主眼とした規定として理解することはあ

り得るという位置づけにしたとの説明がなされた（第 98 回議事録 20 頁〔村松

幹事〕）。

　部会資料 88┡1 では，変更条項を必須とすることは適当でないとの意見や，
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経過措置で原則である本則の規律とあまりにも大きく異なるルールを設ける

のは適切ではないとの指摘を受けて，定型約款の変更について変更条項を設

けることを必須の要件とはしないこととなった。もっとも，変更条項の内容

が具体的である場合には，変更の合理性が認められ易くなると考えられるこ

とから，変更条項の有無及びその内容は合理性判断において考慮される旨を

明らかにした（部会資料 88┡2・6 頁）。その後，定型約款の変更における変更

条項の扱いについては修正が加えられることはなく，Аこの条の規定により

定型約款の変更をすることがある旨の定めの有無及びその内容Бが約款変更

の合理性判断の考慮要素となるとの改正法へと結実した。

　変更条項の内容は，具体的なものから，一切の制限のない包括的なものを

経て，民法の規定に基づく変更が行われる旨の限定が付された包括的なもの

で落ち着いた。そして，変更条項の役割としては，具体的な変更条項が想定

されていたときは，変更要件の緩和の根拠となることが期待されていた。し

かし，包括的な変更条項が想定されるに至り，まず，相手方が不特定多数と

は言えなくなった例外的場面において変更を認める根拠となることが包括的

変更条項に期待された。その後，個別同意取得の困難性を約款変更の要件か

ら外す代わりに変更条項が変更の要件とされたことに伴って，包括的変更条

項は変更があり得ることを知らせる役割を担うことになった。そして，変更

を知らせる役割を担うことになったことから，より的確に情報を提供するた

めに，民法の規定に基づく変更という限定が付された。しかし，結局，変更

条項を要件としないこととなり，情報提供の役割も終え，具体的な内容の変

更条項に基づく変更であれば，変更の合理性判断において有利に作用すると

いう限度で，変更内容の合理性判断の考慮要素となることで落ち着いた。

　本判決との関連では，民法 548 条の 4第 1項 2号に規定されている変更条

項には情報提供の役割はもはや期待されていないことが重要である。なお，

約款を利用した取引については，その一般的な特質として，取引の相手方で
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ある顧客が約款に定められた個別の契約条項の内容をほとんど認識していな

いという特徴があるとの理解を基礎に定型約款に関する規定が新設されたこ

とに照らせば(36)，包括的変更条項に一方的な変更がされる可能性を予測さ

せる機能を期待することは実際にも困難であろう。

6　おわりに

　定型約款における包括的変更条項の不当性判断に関しては，法 10 条の規

定から明らかなように，定型約款変更規定は比較の基準として機能し，同条

の正当化根拠をいかに解するか次第で，不当性判断を否定する方向にも肯定

する方向にも作用する。すなわち，希薄な合意に正当化根拠を求める場合に

は，А通知と検討の機会Бが設けられない限り，包括的変更条項は不当条項

となるが，定型取引の性質に正当化根拠を求める場合には，包括的変更条項

は原則として不当条項とはならない。

　定型約款以外の約款における包括的変更条項の不当性判断に関しては，定

型約款変更規定は，比較の基準として機能しないだけでなく，本判決が言う

個別同意がなくても約款を変更できる場合があるとの約款法理の射程を限定

し，変更にも個別の合意が必要との一般原則が妥当する範囲を明確化する役

割を果たすことになる。つまり，定型約款以外の約款については変更には個

別合意が必要となることから，当該約款における包括的変更条項は不当条項

と評価されることになる。

　このように，当該約款が定型約款に該当するか否かで，そこに含まれる包括

的変更条項の不当性判断は大きな影響を受ける。したがって，定型約款の定

義の検討は不可欠であるが，本稿では問題状況を明らかにすることに主眼を

置いたために検討することができなかった。この点については他日を期したい┭

(36) 松村＝松尾・前掲注 11）7，8 頁。
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